所得分配の短期と長期の法則-W.クレルレの集計的なモデルを中心にして- by 増澤,俊彦
第34巻第2号1996年3月
　　所得分配の短期と長期の法則
W．クレルレの集計的なモデルを中心にして
増　澤　俊　彦☆
　問題の所在
W．クレルレ（W．Krelle）によれば，現代の分配理論は，主に，次の三つの基本的な分析概念に
したがって組み立てられている。
　（1）独占度説。これは労働と資本との間の交渉力を決定する政治的・社会学的な要素を論究する
　　　　立場である。
　（2）　技術的な生産法則。これは新古典学派の限界生産性説の立場に立った分配学説である。
　（3）所得取得者の消費と貯蓄の習慣。これは殊に支出面からとらえた一般的な循環過程を重視す
　　　　る立場である。この見地に立脚するひとはケインズ的な体系の道筋を辿る場合が多いω。
　しかしながら，明らかに，これらのどの型の理論も現実の一側面だけが精緻化されているにすぎな
い。クレルレは，現実の全体像を把握するには，これら三つの概念をすべて包括するような理論を展
開しなければならないと述べている。かれは，すでに著書『分配の理論』（2）のなかで，これら三つの
理論の総合を企てたが，その取組み方はある意味で折衷論的といえるであろう。クレルレの基本的な
論究の仕方は，総合経済の循環過程を総需要の側面からとらえ，家計と企業の支出パターンを表す適
切な消費関数と投資関数を定式化することから始める。投資が生産面にあたえる効果に関して，実質
単位でいい表わした長期において，生産設備能力の増大は需要の増加に一致するものと考え，実質国
民所得に対する定差方程式を所得分配の関数として推論する。こうして，安定的な成長径路すなわち
所得分配に依存する均衡成長率の存在が論究されることになる。この所得分配は，ある一定の消費と
投資の行動様式のもとで，賃金率，独占度，さらに技術的な諸関係などによって左右されることが明
らかにされる。本論文は，クレルレにしたがって，短期と長期の所得分配率の決定のしくみを解明す
ることに当てられる。
☆本学政治経済学部助教授
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1．消費，投資，生産設備能力
（1）消費関数（3）
　クレルレのモデルにおいて，最も適切な消費関数はつぎのような定式で表される。すなわち，
　　　　　　　　　　　　　　P‘C‘＝CLLt＋CQQ‘＋cl・C‘＿，・
　　　　　　　　　　　　　　P，一、
（1）
である。C，はt期の消費支出，　p、はt期の物価水準，　L，は’期の賃金額，　Q，は渉期の利潤額，　CLは賃
金稼得者の限界消費性向，CQは利潤取得者の限界消費性向を表す。　c　lは過去の実質消費水準が現期間
の消費に影響をおよぼす係数で，0．1と0．2のあいだにあるものと推定される。クレルレは，国民所得
を賃金所得と利潤所得の二つに類型化し，まず分配の側面から，
　　　　　　　　　　Y，＝L，＋Q，　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2）
とする。Y，はt期の名目国民所得を表す。　L，＝Y，－Q2であるから，
　　　　CtLt＋CQQ，＝CLLt＋CQ（Y‘－L，）
　　　　　　　　　＝　（CL　一　CQ）L，十　CQ　Y，
となる。ここで，t期の実質国民所得をyt（＝Yt／Pt），　t期の実質消費支出をCt（＝C，／p，）‘で表
し，c’＝0とおいて，（1）式を実質単位に書き直すと，つぎのようになる。すなわち，’
Ct＝Coyt十CIYt＿1 （3）
となる。ただし，
c…CL－・・x＋CQ
であり，
　　　　　　　　Lt＿l　Cl；C’［C、．Q・　　　　　　　　　　　＋CQ］，　（C、－Q＝C、、一、CQ）　　　　　　　　Yt－1
である。これは一階線形定差方程式である。その係tw　c。，　Clは，現期間ならびに前期間の賃金の分け
前と賃金稼得者および利潤取得者の限界消費性向とに依存していることが分かる。短期の目的から，
外生的な確率項Ctが長期平均ゼロの（3）式の右辺に加えられ，つぎのような式が導かれる。
　　　　　　　　Ct＝Coyt十c1Yt＿1十ct　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3a）
となる。Ctの長期平均はCt＝0である。
（2）投資関数4）
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クレルレは，つぎのような型の投資関数を展開する。すなわち，
　　　　　　　　　　Q‘．、it＝ん・△yl（1十εi・　　　　　　　　　　　　　）　　　　　　　　　　Y‘一、 （4）
である。ここで資本係数kは一定不変と想定される。クレルレは，「資本係数が現状のままでなけれ
ばならない変え難い慣習は存在しないが，ある程度理論的に考察すれば，貯蓄率が一定不変のままで
ある場合，資本係数は少なくとも漸近的には間違いなく安定している⑤」ものと考える。貨幣単位で
表したt期の総資本をK，で表し，資本係数は々＝K‘／Y、で示される。平均資本係数は一定と仮定さ
れ，限界資本係数は平均資本係数に等しい。実質投資はit＝1，／p，である。1，は貨幣単位で表したt
期の純投資である。△y；は企業家が所望するt期の生産設備能力の増分を表し，企業家がその生産設
備能力を確保したいとする新規需要にほかならない。ε【は利潤の変化に対する投資の感受性係数であ
る。企業家は，企業の新規生産設備能力の計画に際して，過去の需要の期間を長くする一種の外挿法
で，以下のような式を導入する。すなわち，
△y；＝v。JY，＋Vl　Yt－1＋V2・Yt－2 （5）
である。V。，　Vl，　V2はそれぞれ将来の需要を外挿するための加重係数である。　Vは長期の設備能力の
適応に対する調整比率にほかならない。
　企業家は短期のすべての確率的な需要の変動に対して生産設備能力を適応させなければならないの
で，企業家の観点からすれば，単純な加速度原理△y　1＝　yt－　yt．、では間が抜けたものにしか映らない
であろう。外挿に際して，最低限，三期間の回帰図式が必要であると考える。V。，　V、，　V、の数値を確
定するために，企業家は，t－1期の需要の変化に応じて’期の生産設備能力を拡大する政策をとる
には，t－1期の需要の変化に対するt期の需要の変化を比率vで調整するものと仮定する。こうし
て，つぎの式が導かれる。
ムツi＝△yt．1＋v（△y一△yt－1），0≦v≦1 （6）
である。ただし，△）？t＝Yt－Yt－1である。
　　　Vo＝v，v1＝1－2v，　v2＝v－1　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（7）
であるものとする。このモデルの数値例では，v＝1／2と仮定するから，　v。＝1／2，　v1＝0，
v2＝－1／2となる。
　（2），（6），（7）式と，さらに下記に示した（8）式を用いれば，
　　　　　　　　η二1十ε1　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（8）
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投資関数（4）式は，
毒＝観＋砂、．、＋勿、．、 （9）
となる。この場合，i。，　ii，あはそれぞれつぎのように示される。
　　　　　　　　　　　Lt－1　　　　ら＝kVo　（η一ε1　　　　　 　　　　　　）　　　　　　　　　　　Yt－l
　　　　　　　　　　　L，＿，　　　　i1＝んび1　（η一ε正　　　　 　　　　　　）　　　　　　　　　　　Y，－1
　　　　　　　　　　　L，－1　　　　ら＝kv2　（η一ε1　　　　　 　　　　　　）　　　　　　　　　　　Yt＿1
（9）式は二階線形定差方程式である。それぞれの係数は前期間の賃金の分け前に依存する。
　短期の目的からすれば，長期平均ゼロの確率項ちが（9）式の右辺に加えられるが，通例の表示
にならって，ちをむしろ外生的な投資とよび，マイナスではないように定義する。短期誘発投資は
長期総平均投資額の一定割合αでしかなく，それ以外は外生的ないし自発的投資である。後者は非
負の確率変数になる。こうして，つぎのような短期投資関数が得られる。
　7t＝α（d〕二yt十ii　Yt＿1十i2二Yt＿2）十7t，　2t≧0　（9a）
であり，ゐの長期平均は，ち＝（i一α）（i。yt＋砂‘．1＋娠一2）である。
（3）生産設備能力
　t期の生産設備能力y；は，t－1期の設備能力と’期に産出された新規設備能力との和に等しい。　t
期の新規設備能力は実質投資itを資本係数feで割れば得られる。長期の考察からすれば，　t－1期の
設備能力と生産とは同一とみてよいから，’
　　　　　・；－yt－・＋・i’・÷　　　　　　　　　　　　　　（・・）
となる。
（4）総需要と長期の設備能力
　支出の側面から，
　　　　　Y‘＝C，十1，　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（11）
であるから，（3）式のCtと（9）式のi‘を合わせれば，実質単位で表した長期の総需要ytが得られ
る。すなわち，
yt＝ろlyt－1十b；yご一2 （12）
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である。ただし，
　　　　　bl－1皇去㌔
　　　　　b；－1一論
　この二階線形定葦方程ヰは需要の均衡成長率をあたえるが，これは適正な範囲のパラメーターに対
して不安定であるものとしてよい。クレルレは，実質需要に対して実質的な財貨を確保する生産設備
能力の増減を考慮に入れないで，実質単位の需要の増減だけを考察することは困ったものだと指摘
し，成長の理論において，実質需要と生産設備の実質的な能力とは同一であると視なければならない
と述べている⑥。
　長期的に実質需要が実質的な生産設備能力よりも急速に成長することは物理的に不可能である。こ
れに対して，投資関数の変化をともなわなければ，実質需要の緩慢な成長もないはずである。こうし
て，既存のどの投資関数に対しても，つぎのように表される。
yt＝Ct十it＝ツ； （13）
である。
　（10）式のy；に対する方程式を考えれば，（13）式は，
・t－・・．1　・・÷・it （13a）
となる。明らかに，経済成長の径路に新しい条件が加えられていることが分かる。
　（3）式と（9）式を（13）式に代入し，それを（10）式に等しいとおけば，つぎのような定式が
得られる。すなわち，
yt＝b，y，＿1十ろ2ッ哲＿2＝F（L‘／Y亡） （14）
となる。ただし，
b，＝
・一・，－i，（　　　　11－
@　　　k）
c。＋4（　　　　11一　　　　ん）
であり，また
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　ろ2＝
　　　　c・＋る（　　　　11－　　　　k）
（14）式は安定的な均衡成長を示している。
i2（1　　－1k）
である。
　2．長期の実質体系：所得分配が均衡成長率と長期生産水準にあたえる影響
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　k
長期関数（14）式の一般解は次式であたえられる。すなわち，
yt＝y。｛9、W；、＋9，W　；、｝ （15）
である。ただし，9i，　g2は初期条件に依存する。　Wyは国民生産高yの成長係数であり，それはつぎ
のように示される。
鞠一 吹{（ろ12）2＋b・ （16）
　　　b，
ωy・＝uガ
（b，2）2＋b・ （17）
パラメーターの数値は，総じて，以下のように推定される。すなわち，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（÷）2＋b…
である。係数ωッ、は1よりも大きい。ωン2はマイナスであるが，－1よりも大きいものと考える。均衡
成長率は賃金の分け前の関数として，つぎのように簡単に表される。すなわち，
　　　　　　　　　β一鞠一・一」｝＋（ろ、2）2＋b，一・一φ（・／Y）
である。これらの値が賃金の分け前（L，／Y，，L，一、／Y‘一、）次第で決まるのは，パラメーターろ1，
b2が賃金の分け前に依存するからである。クレルレは，それぞれのパラメーターの数値を仮定して，
成長係数と賃金の分け前との関係を抽き出し，成長率βyと労働分配率L／Yとの関係を明らかにし
た（図1）。
　図1によれば，「所得の分配が向上すれば，成長率が低下することが分かる。所得分配の向上は比
較的高い消費と，したがって低い投資をもたらすものといってよい⑦。」諸パラメーターの変化が
φ（L／Y）曲線におよぼす影響については，限界消費性向CLの増加がφ（L／Y）曲線を引き下げ
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ることから確かめられる。この曲線上の各点は安定的な均衡点を示している。所得の分配が決まれ
ば，均衡点も実現することになる。曲線φ（L／Y）は，賃金稼得者ならびに利潤取得者の消費，貯
蓄および投資の行動様式によって決定される。したがって，所得分配を決定するこの局面が検討され
なければならない。ここで，資本係数は一定と仮定しているので，技術の影響に関する部分はすでに
考慮に入れられているものと考える⑧。
　パラメーターの一部は所得分配の関数であるから，ytはL，／Y‘の関数と考えてさしつかえない。
　　　　　　　yt；F（L，／Y，）
である。図2は賃金稼得者のいろいろ違った値の消費性向CLと所得分配関数の関係を表している。
所得分配が一定のままである場合，長期的には，労働が増加すれば，生産水準が低下し，同様の結果
は消費性向CLが上昇する場合にも起こる。この意外とも思える結果は，つぎのような事実に起因す
る。すなわち，「長期の諸関係において，消費が高ければ，投資が低くなり，また消費関数と投資関
数があたえられている場合には，投資が生産にあたえる効果の方が消費の効果よりも一層大きい（9）」
ということがそれである。
国民所得の成長率
βy　・＝　Wy－1
??????
　　0．6　　0．7　0．8　　0．9
　　　　　　賃金の分け前
　　　　　図1　　　　　　、
出所W．Krelle，　a．　a．0．　S．420
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　　　　　図2
出所W．Krelle，　a．　a．0．　S．421
3．短期の実質体系：所得分配が短期の生産水準にあたえる影響
（3a）式と（9a）式を合わせると，短期の総需要（12a）式が得られる。
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yt＝bl’　y，＿1　十　b；’　yt＿2十bδ＝f（L，／Y，） （12a）
である。ただし，
　　　　　　　　c、十i；　　　　　ろ1＋＝　　　　　　　　1－c。－i6
　　　　　　　　　i；　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　、　　　　　δ；“＝　　　　　　　　1－c。－il
　　　　　　　　5，＋1，　　　　　b　6’＝　　　　　　　　1－c。－il
　　　　　i｝＝αら，」＝0，1，2
長期の関数（12）式と違って，外生的・確率的に決まる生産の大きさb　6’が相当程度にみられるとい
うことである。一部のパラメーターは労働の分け前L，／Y，に依存するから，ytはL，／Y‘の関数と考
えてよい。すなわちyt＝f（L，／Y‘）である。図3はこの関数を賃金稼得者の消費性向CLに対応させ
て表している。その際，クレルレの先の数値例に，α＝1／10，5，＋ち＝18とおいて描いたのが図
3（1°）にほかならない。ここで，「周知の短期のケインズ流の諸関係が立ち現れてくる。つまり労働の
分け前が大きければ大きいほど，また賃金稼得者の消費性向が高ければ高いほど，それだけ一層総生
産と総雇用が大きくなるということがそれである。同様に，投資係tw　v。，　v、，　v、が高ければ高いほ
ど，また外生的な需要5‘と乙が大きければ大きいほど，生産と雇用は増大する。これらの関数の長
期と短期の行動様式の相違についてみると，その理由は，短期では，投資の大部分が過去のそれも投
資が実現される過程で既に決められているから，利潤率が下がっても，投資は減らないという事実に
帰着する（1’）。」
?????????
　　　　　図3
出所W．Krelle，　a．　a．　O．　S．422
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4．賃金の分け前の決定
賃金額Lは，賃金率1と労働係数aと実質国民生産高yとの積と考える。すなわち，
L，＝1，・α‘・∠yt （18）
である。労働係数atは賃金・物価比率と労働生産性の向上という形の技術進歩に依存するものと考
える。労働係数atはつぎのような関数式で示される。
at一偽・i　1wα）t・（缶）「”－1＜・＜・ （19）
daは，時点0の労働係数で，賃金率が前期の生産費用に等しいとすれば，一定不変である。　w。は労
働生産性の増加係数で，w、＝1＋β。である。β。は労働生産性の増加率である。γは労働係数・価格
の代替弾力性である。
　賃金・物価比率の変化とそれが労働係数にあたえる波及過程とのあいだに，一定のタイム・ラグが
仮定される。賃金率は先ず企業Aの労働需要と労働供給αNとの差によって決まり，つぎに労働組
合と使用者団体との相対的な交渉力（政治的・社会的な外生要因）μの影響を受ける。こうして，次
のような式を導入する。すなわち，
1，＝1，－i十［1十ζ（A，＿1一αNt－1）十με］ （20）
である。A、はt期の企業の労働需要量，　N，は総労働人口，αは労働人ロー単位当たりの労働供給量，
ζは労働の超過需要ないし超過供給が賃金率に影響する係数で，ζ＞0である。
　労働の超過需要ないし超過供給とそれが賃金率にあたえる影響とのあいだに一期間のタイム・ラグ
が仮定されている。定義により，
At＝at　’yt （21）
であることはいうまでもない。総労働人口の増加率は外生変数として取り扱われるので，
N，＝No・w歯 （22）
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となる。ωNは労働人口の増加係数で，ωN＝1＋魚であり，β．は労働人口の増加率である。
　ここで企業の利潤極大化行動を仮定すれば，限界収入と限界費用が一致するところで企業の均衡が
成立するであろう。限界収入は，
E’，＝Pt（1－⊥）　ε、＞1
　　　　　　εD
（23）
である。εDは需要の弾力性であり，1／εDは独占度の尺度と解してさしつかえない。完全競争市場の
場合には，εD；無限大である。ところで，総費用関数は次のように表すことができる。すなわち，
K・一（A・1・＋÷・K：・P，）・［1＋k・・量；ドデ；）2］
である。K；＝fe・ytであり，’期の実質資本である。λは資本財の平均寿命であり，1／λは減価償
却率と解する。yiは平均生産設備能力であり，限界費用がちょうど上昇し始めるところの生産量と
して定義される。ゲは限界費用の上昇を描く係数であり，S？t≦y；の場合には，が＝0，　yt＞y；の場
合には，が＞0である。
　限界費用は次のように示される。
Klt－（a・・lt＋÷・k・P、）・Zt
（24）
である。この場合，
　　　　　　　Zt；1十2k＊・　　　yt『ユノt
　　　　　　　　　　　　　　　　yt
である。限界費用は生産物一単位当たり労働費用atltと資本設備の費用k・pt・1／λとから成る。
kP，は産出物一単位を生産するのに必要な資本総額を表す。2tは設備の過剰利用の際の費用上昇の影
響を表し，生産ytが設備能力y；に等しいか小さい場合，　Zt＝　Oであり，生産がボトルネックに入っ
ている経済では，Zt＞1となる。限界収入と限界費用が等しい場合，
　　　　　P’＝1一煮♂　　　　　　（25）
となる。「明らかに，生産設備の過剰利用がみられないとすれば（Zt＝1），物価は賃金率に比例す
る。逆に，経済がボトルネックに陥っている場合（Zt＞1），物価は賃金よりも一層上昇する（12）。」賃
金率の変化と物価水準とのあいだにタイム・ラグを導入し，1，の代わりにv，lt＋v21，．，を代入すれば，
（25）式は次のように改められる。
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P，＝
1－一
at2t
1＿＿！＿fe2
εD　　λ
（v1　lt十v2　lt－1）
t
（26）
である。v、，　v2は賃金率の変化が物価水準にあたえる時間の影響状態を描く係数を示し，　v、，　v、＞0
で，v、十θ2＝1とする。
　上の（26）式と（18）式とから，次のような賃金の分け前を決定する方程式が導かれる。すなわ
ち，
七一1鑑；一讐一［1（1＿1Zt　　εD）一詞・磁歳一Ψ賦1） （27）
である。これでクレルレの賃金の分け前の決定に関する分析が完結したことになる。こうして，国民
所得に占める賃金の分け前が，独占度1／εD，減価償却率1／λ，資本係数k，賃金率の変化率1，／
1、．、，通常の設備能力yiが過剰利用された場合にみられる限界費用の上昇などの関数であることが分
かった。クレルレは，物価と賃金の分け前の決定が実質体系にどういうふうに符合するかを明らかに
するために，L，／Y，＝at・1，／p‘という簡単なモデル式を用いて，「所得分配の決定は賃金・物価の関
係を決定することにほかならない（13＞」という結論を下す。
　ここで，εDという概念を導入し，各企業にとって弾力性が一定の需要関数が存在するものと想定
し，P，－b・yt－?Eいう形の需要関数を考える・ただし・ED－一劣・辛・・であ・・乙・鞭曲
線の形状を示す常数である。この需要曲線の形状は，体系の貨幣的な側面すなわち消費者と投資者の
購買力によって決まる。「いま所得分配の関数として，言い換えれば賃金・物価比率の関数として実
質体系によって決定される生産ytがあたえられている場合，物価は，企業家が，所与の費用関数の
もとで，消費者と投資者によって需要されるこの与えられた大きさの生産ytをちょうど提供すれば
よいような水準に決まる。こうして，bが決まり，したがってp，も決まることになる（14）。」
5．賃金率が所得分配と雇用にあたえる短期の影響
　短期の所得分配の法則を分析する道具はすべて用意したので，われわれにはここで賃金率があたえ
る影響を考慮する余地だけが残されている。賃金以外のパラメーターはすべて同じように取り扱われ
るが，問題は賃金率の短期の影響を結び付けた場合である。前期の数値がすべて与えられている場
合，賃金の変化は所得分配，生産（したがって雇用），ならびに次期の物価水準にどのような影響を
およぼすであろうか。
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　　　　　　　　　　　　　　　　出所W．Krelle，　a．　a．0．　S．429
　賃金の変化と所得分配との関係はすでに（27）式で観た。短期的には，賃金が上昇すれば，賃金の
分け前が上昇することになることは一見明らかであろう。この分け前の増加は，経済が好況で，生産
設備能力が過剰利用されている場合には（2t＞1），小さいものとしてよいであろう。そこで，図4
の下の部分には，2t＝1，すなわちy，　＄y　；　＝＝　100を仮定した事例が描かれている。賃金率の変化1，／
1，一，を下部の縦座標にとり，横座標には賃金の分け前L，／Y，をとり，賃金の変化と所得分配との関係
がψ（1・／1・一・）曲線で示されている・’ｼに卿；（・t＞1）であるとすれば，曲線ψ（1，／1，．，）の曲
率は大きくなる。すなわち賃金の分け前は低下する。賃金の分け前がytとylとの差によって決まる
という関係を図で表示するために，（27）式のL〆Yが，図4の上方に，モノグラムの形で1，／1、．1
の関数として描かれている。
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　短期の賃金と所得分配と生産とのあいだの繋がりを認識するために，図3においてCL；0．8を仮定
した短期需要関tw　yt＝f（L，／Y、）が，図4では，　yt＝y；＝100の水準で交差する右上がりの曲線
f（L、／Y、）で示されている。ここで，「短期の賃金率の上昇は，生産と雇用を引き上げ，同様にまた
賃金稼得者にとって所得の分配を改善することが分かる。その理由はかなり明確である。短期的に
は，投資は利潤率の低下の影響を滅多に受けることはなく，その上消費が増加するからである（’5）。」
もとより長期の観点からすれば，事態が変わることはいうまでもない。賃金率の同様の変化が均衡径
路上の長期の平均生産にどのように影響するかを追尋することにしよう。ここで関数銭＝F（L，／
Y‘）を図2から図4へ移し替えてみると，賃金率の上昇が長期の生産と雇用を引き下げることが分
かる。これで長期的には賃金の変化が平準化することが示された。すなわち，賃金の上昇が失業をも
たらし，賃金の低下が雇用を刺激するということがそれである。したがって，賃金関数（20）式が長
期の完全雇用の解明に役立つ。この結果は，生産と生産設備能力とが等しいより安定的な長期関数
（14）式を使用することとは，無関係である。短期の所得分配に影響をおよぼすその他のパラメータ
ーについて，これを例えば賃金稼得者の消費性向CLの変化と短期需要関数！（L‘／Y，）の変化の関係
は，図3で示された。
6．人ロ成長，所得，雇用，技術進歩，所得分配とのあいだの長期の関係
　図1において，実質体系の安定性のゆえに，経済は長期の均衡径路に沿って移動するものと考え
た。均衡成長径路上の諸関係の分析に際し，生産設備能力の利用度yt／y；は一定不変とするので，　Zt
もまた，長期的に一定不変と考える。
　　　Zt＝z　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（30）
　ここで，名目賃金率の増加係数ω‘はつぎのように示される。すなわち，
　　　　　　　　Wt一遥1　　　　　　　　（・・）
である。Wl＝1＋β，β‘は名目賃金率の増加率である。賃金関数（20）式には賃金率を決定する交渉
力の要因が含まれていたので，賃金率の増加係数も外生的と考えられる。（20）式は以下のようにな
る。
ω1＝1十ζ（A‘－1一αNご一1）十μご （32）
となる。（26）式は，簡単に，
Pt＝h。・at　’1， （33）
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となる。この場合，
　　z（Vl＋v・）
％； A一⊥一生、、
　　　　εD　　λ
である。Ji。は，独占度，資本係数，賃金率の着実な上昇が長期の物価水準に及ぼす影響を再生産する
係数である。（19）式を（33）式に代入すると，
?
●
?
）
???
ー??（??《
●＝あ （34）
となる。ここで，
1，　　る　　Wl
P，　　Po　　P
（35）
とおいて，これを（34）式に代入し，若干の修正を行えば，つぎのように書き表すことができる。
???十ー??ー?＝?一ー??ー 　1
1z。・th
　Wt　　　　t°ア゜ω・ （36）
である。Wl／p＝Wt／wρであり，これは賃金・物価の成長係数である。　w／p＝1＋β‘／pであり，
β／pは物価に対する賃金の増加率を示す。上の関係はどの時点に対しても当てはまらなければなら
ないから，以下のような結論が引き出される。
Wt＿　　　　1一アーWa°1＋γ・ 一1〈γ＜0 （37）
であり，
（血る）1＋γ・歳・夢一1 （38）
である。以上の関係は賃金・物価の関係を支配する条件である。（37）式によれば，長期の賃金・物
価の関係は労働生産性W。の増加関数であり，W、は技術進歩を反映する変数である。
　ここで，クレルレは，長期のいまひとつの条件として，完全雇用の維持という条件を持ち出す。短
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期の分析からすれば，賃金の上昇は雇用を引き下げ，逆に賃金の低下は雇用を引き上げることは分か
っている。完全雇用は，
A‘＝αNt （39）
として表される。この式に（19），（21），（22），（35）式を代入し，yt二y。・ω二であることから，
（39）式は，
（ムP。）γ・（訪）γ・夢・yt一徽・（ω欝プ （40）
となる。
　この式はすべてのt期にあてはまるから，長期の完全雇用の条件は，
夢一（WaWN　Wy）・÷・－1＜・＜・ （41）
であり，また
（ちPo）γ・（勘ラρ）・一銑一一1 （42）
である。（41）式は，賃金・物価の増加係数の追加的な条件にほかならない。すなわち，完全雇用を
維持する条件である。（37）式と同様に（41）式もまた長期的に妥当しなければならない。これらの
’方程式を等しいとおけば，
　　　　　　1w・＝WN’w・：i＋γ （43）
となる。この方程式によれば，国民生産高の長期の均衡成長係数は，人口の増加係数と1／（1＋
γ）倍した労働生産性との積である。
　これらの基本的な諸関係から，それ以外に多くの関係が容易に引き出されるが，これらの関係のす
べては幅広く解釈することも可能であろう。1，／p，は長期の時間の関数であるから，（19）式の婦ま，
次のように表される。すなわち
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　　　　　　　　炉偽・（1wdi）t　　　　　　　　　（44）
である。w　ti＝1＋β　tiであり，労働係数の総変化の係数を示す。ただし，
　　　　　　　　w・－Wa・（　1Wt／P）γ　　　　　　　（44・）
であり，
’　嘲晦（ち　　　1P。　Wl／P）γ　　　」
である。（44）式は技術進歩関数ともいうべきものである。（41）式は，
　　　　　　　　Wd・（　1Wt／P）γ一舞　　’　　　（45）
となる。（44a）式と（45）式とから，
　　　　　　　　Wy＝wa・ZVN　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（46）
となる。国民産出高の成長係数は，総技術進歩係数と人口の増加係数との積で示される。（43）式と
（46）式とから，つぎのような関係式が得られる。すなわち，
　　　　　　　　　　　　　1　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（47）wa＝：Wa　　　　　　　　　　　　1十γ
である。これを（37）式に代入すると，
　　　　　　　　夢一ω・　　　　　　　　　　　（48）
となり，これを（46）式に代入すると，
　　　　　　　　夢〒銑　　　　　　　　　　　　　　（49）
となる。
　これらの関係はすべg長期の完全雇用の条件であり，同時にまた企業家の利潤極大化の条件でもあ
る。（48）式は，Wt／p　・・　Wt／Wpと表すことによって，賃金が労働の総生産性と同じ割合で上昇する
場合にかぎり，物価が長期的に安定することになるという周知の意味をもっている⑯。このことは
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議論される場合も多いが，クレルレによれば，長期的にはきまってそういうことになる。こうして，
「長期の完全雇用と利潤極大化の条件のもとで，同時に決まる一連の変数が一定であれば，国民所得
に占める賃金の分け前は長期的に依然として一定不変のままでいるものとしてよい（17）。」
　（35）式と（44）式とから，つぎの式が得られる。
睾一辮　一髭・島・（夢プ・（云プ
である。ω1／p＝w。であるから，（50）式は一定である。したがって，簡単に，
　　　　　　　　　L＿　ち　．
　　　　　　　　　「Y’－P。偽
となり，（44a）と（38）とから，つぎの式が得られる。
』（ムPo）1＋γ一編拡・夢
（50a）式はこれを単純化すれば，
　　　　L／Y＝1／lz。
となる。（33）式のhoの定義に従えば，賃金の分け前は，
（50）
（50a）
L1－?黶?・　　　　　　　　　　＝φ（ω1）Y　、（v、＋⊥）
　　　　　　We
（51）
となる。この関数式はいうまでもなく（27）式にほかならないが，それとは違った重要な意味をもっ
ている。クレルレは，「これが長期の分配理論で利用したい結果であり，こういう分配が実現すれば，
経済は安定的な長期均衡成長径路にしたがい，長期的に労働者はすべて雇用され，企業家は利潤を極
大化するものとしてよい」と述べている（18）。
7．所得分配に及ぼす長期の影響と成長率との関係
　（51）式から明らかなように，所得の分配は，決してすべてというわけではないが，経済的な行動
様式に関するパラメーターの多くに対して反応を示さない。殊に，長期の分配を支配するのは独占度
1／εDであるが，ほかならぬ企業間の効率性の差が分配を左右するものとしてよい。技術は資本係数
々，資本財の平均耐用年数λ，ならびに2で示した限界費用の上昇を通して所得の分配に影響を及ぼ
す。
　分配に影響を及ぼすのは賃金の絶対水準ではなく，賃金の着実な上昇だけである。すなわちv2が
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プラスであれば，つまり賃金の上昇と物価の上昇とのあいだにある一定のタイム・ラグが存在すれ
ば，プラスのWlが長期間においても労働者の所得分配を改善するはずである。（48）式によれば，賃
金と物価は長期の技術進歩に結び付けられるので，こうした政策が貨幣価値の低下をもたらすのは，
賃金の上昇が生産性を上回る場合である。それはまた，国民所得の成長率にマイナスの効果をあたえ
る。
　　　　　　　　　　　　国民所得
βン＝ωy－1
　　％
　　十50，
β‘＝aノ‘－1　，
　％
L「
x
各目賃金率の変化率
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　図5
　　　　　　　　　　　　　　　　出所W．Krelle，　a．　a．0．　S．　436
　図5において，賃金の上昇と物価の反作用とのあいだに一定のタイム・ラグがみられる場合（v2＞
0），「積極的な賃金政策は長期においても所得分配を改善する。だが，これはきまって成長率を引き
下げることになるから，こうした政策は将来の世代には不利になる㈹。」v2＝0の場合には，φ曲線
は垂直線で示される。すなわち賃金政策が分配に与える影響は長期的には全然存在しない。したがっ
て，成長率は名目賃金の変化によって影響を受けることはない。独占度の低下は賃金の分け前を改善
するが，成長率を引き下げる。こうして，モデルに含まれる他のすべてのパラメーターが生産，物
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価，成長率ならびに短期と長期の分配にあたえる影響が分析されるものとしてよい。
結　語
　所得分配と雇用の短期的・長期的な関係を支配するいろいろな法則が存在する。短期的には，賃金
率の上昇が賃金稼得者の所得分配を改善し，生産と雇用を引き上げる。長期的には賃金の上昇だけが
分配に影響するわけではない。「賃金率の着実な上昇だけが分配にプラスの影響をあたえ，国民産出
高の成長率にはマイナスの影響を及ぼす。だが，これは新しい費用構造への物価の適応過程が1期間
以上かかる場合にかぎり妥当する⑳」ものといえる。もとより，長期の分配は経済行動の大抵のパ
ラメーターに対して反応を示さないが，独占度，資本係数，資本財の平均耐用年数（減価償却率），
限界費用の上昇などはそのかぎりではないことが分かった。クレルレのモデルは，ある意味では，か
なりに精密にすぎるきらいもあるが，その前提条件を再吟味しさえすれば，消費と投資を中心に据え
た枠組みに関係の諸変数を組み込み，統合しようとする取組み方には総合的な体系化の意図が十分に
企てられているものと評価できるであろう。
　こうした短期と長期の分配理論のモデルは，これを首尾一貫した形で説明することが期待されるで
あろう。R・M・ソローによれば（21），長期分配理論は分配の趨勢的な動向を説明するために考えら
れ，原則的には，経済が長期にわたり有効需要の変動によって撹乱されなかったとすれば，相対的な
分け前がどのようになるかを論じなければならない。これに対して，短期分配理論は有効需要の変動
によって惹き起こされた撹乱過程における相対的な分け前の特徴的な変化を説明することが求められ
る。この撹乱が消滅するにつれて，緩慢の程度に多少の差があっても，所得の分配が短期理論と対を
なす長期理論の予測するところへ収束する傾向を帯び，こうした動きを短期理論が明らかにすること
ができるとすれば，これこそ望ましいものといえるであろう。ソローは，分配学説のあいだにみられ
る本質的な相違は，結局のところ，ミクロ経済的な行動様式に関するいろいろな仮説のなかに見出さ
れると述べている。ここでは，クレルレ・モデルの展開だけに終ったが，所得分配に対するミクロと
マクロの取組みのあいだにみられるギャップを考慮に入れて，分配率モデルの再構築を検討してみる
予定である。
注
（1）W．Krelle；“The　Law　of　Income　Distribution　in　the　Short　Run　and　in　the　Long　Run，”in：The
　　1）乞∫彦励編oηof　National　lncome，　ed．　by　Jean　Marchal　and　Bernard　Ducros，1968，　pp．413－438．
　　Nカルダア（N．Kaldor）は“Alternative　Theories　of　Distribution”（in　his　Essays　on　Value　and
　　D魏励諭oη，1960，pp．209－236）のなかで，分配学説の主要な流れをリカアドオ派分配理論，マルクス
　　派分配理論，新古典派ないし限界主義分配理論，ケインズ派分配理論の4つに分類し，とくにケインズ
　　的な思考装置を分配の問題に適用する理論的な試みに取組んだ。現代の分配理論は，これらの主要な学
　　説のそれぞれの前提条件を吟味し，総合経済の循環過程のなかに個別経済の行動様式をどのように位置
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　　づけるか，その枠組みづくりを行い，総合することが一つの課題になっているようにおもう。カルダァ
　　がいみじくも述べているように，リカアドオの分配問題に対する関心は，分配の分け前の問題に関心を
　　もったためではなく，あるいはただそれだけではなく，分配の理論が経済体系のメカニズム全体を理解
　　する鍵を握っているという信念によるものであった。
（2）W．　Krelle；Verteilungstheon’e，1962．クレルレの短期・長期のモデルは，横井弘美『所得分配の理論
　　と実証』（1970，pp．63－69）で論究されている。?
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　W．Krelle；“The　Law　of　Income　Distribution…”a．　a．　O．　SS．　414－415．
　Do．，　a．　a．0．　SS．415－417．』
　Do．，　a．　a．0．　S．415．
　Do．，　a．　a．0．　S．418．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　．
　Do．，　a。　a．　O．　S．420．
　Do．，　a．　a．　O．　S．420．注2参照
　Do．，　a．　a．0．　S．421．
　Do．，　a．　a．0．　S．422．
　Do．，　a．　a．0．　S．422．
　Do．，　a．　a。　O．　S．427．
　Do．，　a．　a．　O．　S．428．
　Do．，　a．　a．　O．　S．428．
　Do．，　a．　a．0．　S．428．
　Do．，　a．　a．0．　S．434．
　Do．，　a．　a．0．　S．434．
　Do．，　a．　a．0．　S．435．
　Do．，　a．　a．0．　S．436．
　Do．，　a．　a．0．　S．437．
　R．M。　Solow；“Distribution　in　the　Long　and　Short　Run”，　in：The　Distre’bution（～f　1＞tZtional　lncome，
ed．　by　Jean　Marchal　and　Bernard　Ducros，1968．　pp．449－466（富田重夫編訳『マクロ分配理論』昭和48
年，pp．158－181．）この関係の文献として，　A。　Stobbe；Untersuchntngen　2ur　makroO’konomischen
Theorie　der　Einkommensverteilung，1962．を参照。
（ますざわ　としひご）
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